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研究成果の概要（和文）：本研究では2008年に起きたミャンマーのサイクロン災害を事例として期待通りに復興が進ん
でいない生業セクター（特に稲作農業）における被害把握や復興支援活動の一連のプロセスを農学や生態学の観点から
検証し、復旧・復興が遅延したメカニズムの解明を試みた。被災地における現地調査や支援機関への聞き取り調査等を
実施した。調査結果から、稲作の被害程度は必ずしも一般的な被害状況と一致せず、それが農業生態的な特徴の相違に
起因すること、復興時の支援も通常時の農業開発の方向性に沿った内容となりがちであること、さらに農学・生態学的
な地域情報の欠如が現地ニーズと支援との乖離の背景にある可能性があること等を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify restoration process after cyclone Nargis in Myanmar, 20
08, as a case study. Field surveys in the affected areas and interviews with relevant organizations workin
g in Myanmar were conducted. Although rice yields in some of the affected areas had recovered one year aft
er the disaster, those in some other areas along the coast were still much less than before even in two ye
ars after the disaster. According to the survey results, it is suggested that the delay of restoration fou
nd there could be caused partly by mismatch between local needs closely related to local agro-ecological c
onditions and a strategy of the supporting agencies which inclined to the typical agricultural development
 with modern technology.

研究分野：

科研費の分科・細目：

農業生態学、東南アジア地域研究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地域研究は、これまで途上国開発における

実践活動への貢献が期待され、それに応えよ
うとしてきた。近年では、大規模な自然災害
からの生活再建や紛争後の平和構築などの
急を要する開発案件において、即時的な対応
の指針に繋がるような成果還元も求められ
ている。具体的には、災害発生直後の情報発
信（救済・緊急支援への貢献）、支援の分析
と提言（復旧・復興への貢献）あるいは災害
文化の抽出や防災教育の普及（リハビリ・防
災への貢献）への参画であり、現にさまざま
な取り組みが試行されている。 
しかし農学や生態学をバックグラウンド

とする自然科学系の地域研究に限ってみる
と、従来型の農業・農村開発事業に対しては
実践まで見据えた研究が展開されているが、
時間的制約のある開発実践――自然災害へ
の復興支援など――を射程に入れた研究例
は少なく、現場での研究成果活用もまだ限ら
れている。 
本研究計画は、自然災害における復興プロ

セスの分析を通じ、農学・生態学的な地域情
報の利用実態と活用可能な範囲を考察する
ことで、将来の実践的運用の見通しを示そう
とするものである。 
本研究で分析対象とする主事例は 2008 年

5 月に起きたミャンマーのサイクロン災害で
ある（図１）。この災害事例の特徴は、（１）
史上最悪級の被害規模（サイクロン常襲地で
なく脆弱であった）、（２）被害のほとんどを
農村部が被った点（同国の「米びつ」と称さ
れる稲作地帯を直撃した）、（３）被災後の急
激な援助の流入（閉鎖的な政策により国際的
援助がそれまで低水準に止まっていた）であ
る。つまりこの事例は、援助側と被援助側の
両者にとって開発事業の経験がきわめて少
ない地域での巨大な農村復興事業であり、
「想定外」が常である大規模な自然災害・復
興の典型と位置づけられる。 
被災から数年が経過して復興支援の成果

も現れているが、達成度にはセクター間で大
きな差がある。同国政府・ASEAN・国連の
合同チームの報告書によると、復旧・復興が
順調に進んでいる分野は、住居・保健衛生・
教育セクターである。一方で、農業に代表さ
れる生業セクターの回復が最も遅れている
とされる。しかし同セクターへの支援が滞っ
ていたわけではない。むしろ援助額や充足率
では他セクターを上回るにも関わらず、結果
に結びついてこなかったと考えられる。 
この遅れを生み出した背景に、被災後の一

連の取り組みにおける情報活用面での、ひと
つの弱点が想定される。被害査定や復興計画
に関する二次資料には、農学・生態学的な地
域特性があまり触れられていない。農村部の
生業は固有の生態環境に適合した多様な形
態をとるため、生態的な地域情報を被害の把
握や復旧・復興戦略の策定の際に活用するこ
とは、（他セクターより）生業セクターにお

いていっそう重要だろう。よって、この事例
を検証することで、災害復興における農学・
生態学的な地域情報の活用ポテンシャルを
検討できると考えた。 
 
２．研究の目的 
この研究は、2008 年に起きたミャンマー

のサイクロン災害を主な事例として、期待通
りに復興が進んでいない生業セクター（特に
稲作農業）における被害把握や復興支援活動
の一連のプロセスを農学や生態学の観点か
ら検証し、復旧・復興が遅延したメカニズム
を解明することを目的とする。具体的には、
被災地域の住民の主生業であり復興支援の
主な対象でもある稲作農業に焦点を絞り、
（１）稲作農業の被害実態と分布特性、（２）
稲作農業への復興支援の内容と分配メカニ
ズム、および（３）稲作における被害（支援
ニーズ）と支援とのマッチング／ズレの実態、
を明らかにする。その上で、自然災害への緊
急支援・復興支援の分野において、これまで
有効利用されてこなかった農学・生態学的な
地域特性情報の必要性について検討する。 
 
３．研究の方法 
（１）サイクロン・ナルギスの被災・復興・
支援に関する二次データの収集 
ミャンマー政府の公式農業統計や ASEAN・

国連の合同調査の資料を収集し、特に稲作に
関わるデータを分析した。公式データの信用
性における問題や限定的な調査期間のため、
これらの二次データの参照・利用は限定的と
ならざるを得なかったが、現地調査データと
の比較の観点からも必要な作業である。 
 
（２）サイクロン被災農村調査（ミャンマー
現地調査） 
 被災地域の稲作農業が受けた負のインパ
クトの地域性と被害状況の変化を把握する
ため、農村調査により一次データを収集した。 
農村調査は被災地の中心部であるラプッ

ター郡とボーガレー郡でおこなった。まず、
農業技術普及と灌漑整備を担う現地機関か
ら被災 2郡の農業生態データ（海水遡上条件
や堤防の有無など）を得て、現地普及員の知
識および広域踏査の結果と総合して、域内に
みられる水田生態と稲作技術システムを把
握した。地方政府事務所より人的被害のデー
タを入手し、その分布を把握した。これらを
基にして、人的被害の大小と多様な稲作シス
テムを網羅するような複数の調査村を選定
した。 
それぞれの調査村では、複数世帯に対する

聞き取り調査をおこない、生業（特に稲作農
業）被害と回復の状況、受益した援助に関す
るデータを得た。2010 年におこなった予備調
査結果と 2011 年、2012 年（委託調査）、2013
年の現地調査結果を合わせて分析した。 
 
（３）復興支援機関の調査（ミャンマー現地



調査） 
 復興支援活動に関与してきたミャンマー
政府系機関・NGO に対する調査をおこなった。
本部（ヤンゴン市など）と被災 2郡の現地事
務所を訪問し、聞き取り調査と資料収集をお
こなった。活動内容・地域、意志決定プロセ
ス（考慮される地域情報）および援助アクタ
ー間の調整手続きに焦点をあてた。 
 
（４）ミャンマー事例の一般化に向けた他事
例の情報収集 
 農村部での自然災害の複数事例について
二次資料を収集した。東日本大震災（日本）
とスマトラ沖地震（インドネシア）における
復興支援に関する二次資料の収集をおこな
った。これらは共通する課題と途上国災害の
特性を分析する材料となる。 
 
４．研究成果 
（１）政府統計と国際合同調査レポートにみ
る稲作被害 
 ミャンマー政府の農業統計からはナルギ
スが稲作へ与えた負の影響は読み取ること
ができなかった。被災郡のイネ作付面積の変
異を被災前後で比較してみても、行政区割り
による見かけ上の変化以外に、目立った変動
は見られなかった（表１）。また、単位面積
当たりのコメ収量についても同様であった
（表２）。これまでコメ生産に関わるミャン
マー政府統計の低い信頼性についての議論
があったが、被災後の非常事態において実態
が十分に把握できていないことがより明ら
かになったといえるだろう。 
 一方、国際合同調査レポートによると、被
災直後の雨季作のコメ収穫量（2008 年）は、
前年に比べて８０％以上の調査村で減少し
ていた。平均では３３％の生産減とされてい
るが、約４分の１の調査村で前年比６０％以
上の現象を示しており、厳しい被害実態が示
された。また、稲作被害の程度に調査村間で
の大きな幅がみられた。収量がまったく低下
していない村も複数ある一方で、壊滅的な状
態となった村もある。さらに、この稲作被害
における程度差が、かならずしも人的被害や
家屋損傷の多寡との相関を示していなかっ
た（図２）。 
 
（２）現地調査による稲作農業の被害実態と
分布特性 
 被災地域の農村調査で得られた結果を、典
型的あるは特徴的な傾向を示した４か村の
状況に言及しながら述べる。ボーガレー郡の
a 村と b 村、ラプッター郡の c 村と d 村であ
る。a 村はもっとも内陸側で比較的に一般的
被害が少なかったが、それでも家屋が残った
のは数世帯であった。一方、c 村が最も被害
が大きく、b 村と d 村がそれに次ぐ被害規模
であった。 
 稲作の被害については、被災直後の雨季作
（2008 年）をみてみると、平年収量水準の半

分を大きく下回った村（a、c村）や２０％程
度の低下に収まった村（b 村）があり、減少
幅に差があった。また、d 村のように、一般
的な被害が深刻であったにもかかわらず、コ
メ収量へのダメージがほとんどみられない
ケースも少数だが存在した。 
 多くの調査村では被災から時間が経つに
つれ収量が回復したが、その過程にも差異が
あった。2008 年の落ち込みは大きかったが、
翌 2009 年には平年収量水準まで回復した a
村や、それより１年遅れの 2010 年に回復し
た b村のようなケースは多くみられた。その
一方で、c村のように 2010 年においても生産
回復の兆しが見えない村もあった。ここは、
少なくとも 2011 年作の調査でも被災前の水
準よりかなり低い状態であった。 
 稲作における被災後の収量低下の主要因
は圃場への塩水浸入だと農家間で認識され
ていた。沿海寄りの地域（c 村など）では、
河川水が一年の内で長期にわたり塩水化す
るため、稲作をするためには堤防でその浸入
を防ぐ必要があるが、被災によりこれが破壊
されているケースが多い。政府によって管理
されている大規模な堤防は比較的修復が進
んでいるのに比べ、（c村が依存するような）
農民によってつくられた小規模な堤防の場
合は修復が遅れており、それが稲作の回復遅
延の要因のひとつとなっていた。 
 また、d 村のように被災直後であっても顕
著なコメ収量低下が見られない地域は、河川
水の塩水化が年間で短期間である河口から
やや上流に多い。ここでは、下線堆積物（シ
ルト）を氾濫時に水田に引き込み、有機物の
供給源として利用する稲作システムを構築
していた。堤防も必要なく、排水条件も良好
であるため、被災直後の雨季作時にも塩分洗
脱が進んでいたのだと考えられた。 
 a 村の地域でも塩水化期間が短いため雨季
作には堤防は不要であるが、乾季作をおこな
うために防潮堤が建設されていた。防潮堤は
損壊されていないが、被災時に普段まったく
侵入してこない塩水が入り、その排出が堤に
より進まなかったため、被災年の雨季作時に
は洗脱が間に合わず、収量回復にやや時間が
必要だったのだと考えられた。 
 
（３）政府や NGO などによる支援 
 被災地の復旧・復興に向けた支援は官民や
国内外を問わず多くの機関や個人によって
おこなわれていた。 
稲作分野におけるミャンマー政府系機関

の支援は、被災直後の雨季作（2008 年）に向
けた種籾・小型耕耘機などの供給に顕著であ
る（表３と表４）。一方で化学肥料供給にお
いては民間セクターに依存しているが、その
支援量は２年目以降減少傾向にある（表５）。 
 聞き取りで確認されたNGOによる稲作分野
の支援も、種子や化学肥料などの投入資材の
供給が主となっていた。また、復興後に継続
した開発支援活動において、従来型の支援が



有効な農業生態条件を満たす地域を優先的
に選択する動きも一部でみられた。 
一般的に通常時の農業開発活動において

は近代的技術による生産増を志向する傾向
があると考えられるが、災害復興時にも多く
の組織が通常時の活動を一定程度、当てはめ
ざるを得ないだろう。しかし、伝統的な稲作
を実施している地域においては、投入資材へ
のニーズはもともと低く、基盤となる農業生
態環境の修復、防潮堤の修復の必要性が高い
と考えられる。政府が管理する防潮堤の修復
は比較的早くから国際援助も得ながら実施
されていたが、農民らによって築かれた小規
模な防潮堤の修復への支援は少ない。つまり、
農学・生態学的な特性を反映した現地ニーズ
と支援のズレが復興支援の背景にあること
が示唆された。 
本事例から、当該政府とともに国外支援組

織の役割が相対的に高まる途上国での災害
復興において、特に、通常時の農業・農村開
発が志向する方向性（近代的技術を前提とし
た支援）が現地ニーズと合致しない地域（た
とえば低投入の伝統的農業を実施している
地域）で適切な支援を実現するには、農業生
態的特徴を把握した現地機関の参加と情報
の活用が求められるといえる。今後、他事例
の分析をさらにすすめ、ミャンマーのサイク
ロン・ナルギス被災事例から得られた知見の
固有性と一般性を検討する。 
 

図１．サイクロン・ナルギスの被災地域 
 

 
図２．被災程度毎にみる被災直後の雨季コメ
生産（2008 年）の減少率 
（出所：TCG レポート 2009 年より作成） 
 

 

 
図３．調査被災村（a, b 村）における雨季稲
作収量の推移 
 

 
図４．調査被災村（c, d 村）における雨季稲
作収量の推移 
 
 

 
図５．調査村の位置とその稲作の減収・回復
パターン 
 
 
表１．政府公式統計による被災地域の雨季稲
作作付面積 

 
 
 
 
 
 
 



 
表２．政府公式統計による被災地域の雨季稲
作収量 

 
 
表３．被災中心 7 郡における 2008 年雨季作
に向けた種籾供給（セクター別割合） 

 
 
表４．被災中心 7郡における 2008/09 年度の
小型耕耘機供給（セクター別割合） 

 
 
表５．被災中心 7郡における民間セクターに
よる化学肥料供給（単位：50kg bag） 
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